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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、日本の社会政策の成功と失敗の経験から、アジア諸国が社会政策を
構築・改善していくにあたってどのような教訓が得られるのかを分析することであった。より具体的には、7つ
の分野（年金、介護、医療、貧困・格差、教育、人口移動・住宅政策、地方財政）について、日本がこれまでに
取ってきた制度・政策およびその経済効果について理論・実証両面から検証し、アジア諸国がこれらの分野にお
ける制度・政策の構築・改善にあたり、日本の成功と失敗から何を学べるかについて検証することを目的とし
た。加えて、研究結果に基づき、アジア諸国に対し、社会政策に関する政策提言を行うことも本研究の目的の１
つとした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research was to analyze what lessons the countries of 
Asia can learn from the successes and failures of social policy in Japan when implementing and 
improving their own social policies. More specifically, we conducted a theoretical and empirical 
analysis of the economic impacts of the social policies that Japan pursued in each of seven areas 
(public pensions, long-term care, medical care, poverty and inequality, education, migration and 
housing, and local public finance), determined what lessons the countries of Asia can learn from 
Japan’s successes and failures in each of these areas, and based on our research findings, made 
recommendations to the countries of Asia concerning their social policies. 

研究分野：マクロ経済学、家計経済学、日本経済論
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１． 研究開始当初の背景 
 

日本では、他の国と同様、経済がある程度

発展するまでは経済成長を優先し、社会政策

を疎かにする傾向があったが、1970 年代初頭

からは社会政策にも力を入れるようになり、

その中には成功した政策もあれば、失敗した

ものもある。多くのアジア諸国では、現在、

経済成長を推進していく中で、社会保障制度

の重要性を認識し、その構築に取り組んでい

る。その取り組みにおいて、日本がこれまで

に取ってきた社会政策の経験からアジア諸

国はどのような教訓を得ることができるの

かについて包括的に検証した試みはこれま

でほとんどなく、それを試みたのが本研究の

貢献である。 

 
２． 研究の目的 

 

本研究の目的は、日本の社会政策の成功と

失敗の経験から、アジア諸国が社会政策を構

築・改善していくにあたってどのような教訓

が得られるのかを分析することであった。よ

り具体的には、7 つの分野（年金、介護、医

療、貧困・格差、教育、人口移動・住宅政策、

地方財政）について、日本がこれまでに取っ

てきた制度・政策およびその経済効果につい

て理論・実証両面から検証し、アジア諸国が

これらの分野における制度・政策の構築・改

善にあたり、日本の成功と失敗から何を学べ

るかについて検証することを目的とした。加

えて、研究結果に基づき、アジア諸国に対し、

社会政策に関する政策提言を行うことも本

研究の目的の１つとした。 

 
３． 研究の方法 
 

本研究では、まず先行研究をサーベイし、

日本の様々な社会政策の仕組み・歴史につい

て調査した。次に、各社会政策の経済効果に

ついて検証するため、理論モデルを構築し、

データ（主に世帯調査からの個票データ）を

入手し、整理し、推定を行い、推定結果から

政策提言を引き出した。これらの研究成果は、

研究論文として取りまとめ、ワーキング・ペ

ーパーとして発行し、学術雑誌に投稿した。

加えて、国内外の学会で発表するのみならず、

国際会議を開催することで、研究成果を広く

周知し、各国の政策担当者に対し政策提言を

行った。 

 
４． 研究成果 
 

本研究の成果は膨大であるため、ここでは

詳しくは紹介できず、その一部だけを紹介す

る。介護に関する成果としては、まず、Niimi

（2016）および Niimi（2018b）は、日本にお

いて、高齢者介護の主な担い手となっている

家族が、介護を行うことでどのような影響を

受けているのかについて検証した。これらの

研究により、高齢者介護は、場合によっては

介護者である子供の予定退職年齢を早めた

り、主観的幸福度を悪化させたりすることが

示された。これらの分析結果は重要な政策的

インプリケーションをもち、公的介護保険制

度を改善したり、介護と仕事を両立できるよ

うな職場環境を構築することで、高齢者介護

が家族介護者に及ぼす悪影響を緩和・排除す

ることができることを示唆している。 

また、Horioka, et al.（2018）は、日本では

子供がどういった動機で親の介護を行うの

かについて検証し、子供は親の財産を目当て

に介護を行っている側面が大きいという結

果を得た。この結果の政策的インプリケーシ

ョンを考えると、財産を多く持っている親は

子供に介護してもらえるが、財産の少ない親

は子供には介護してもらえず、公的介護に頼

らざるを得ない傾向にあることがうかがえ

る。 

次に、医療に関する成果を紹介する。日本

の医療保険制度は、国民皆保険制度となって

おり、原則として国民全員が何かしらの公的

な医療保険に加入しており、健康寿命・乳児

死亡率などから判断する限り、日本の医療は



世界一であるといえる。一方、患者の満足度

は他国よりも低く、課題は多い。井伊・関本

（2015）の分析によれば、日本の医療制度の

最も深刻な問題は、患者が緊急時に医療機関

を選ぶ際の情報源が不十分であることと、診

療の質とコストを評価し、管理するシステム

が欠如していることである。これらの点にお

いては、日本はアジアの反面教師になり得る

といえる。 

 井伊の最初の問題と密接に関連して、岩本、

鈴木他（2016）は地域の特徴に根ざした医

療・介護政策の立案と実施が健康長寿社

会の実現に不可欠であることを認識し、

福井県の協力のもと、個人のサービス利

用・特定健診情報を総合的に把握するビ

ッグデータを構築し、根拠に基づく医

療・介護政策の立案を目指す視座を提示

した。  

 さらに、八田と林は一連の論文で様々

な角度から社会政策における中央政府

と地方政府の役割分担について検証し

た。  

高齢者の地方への流入は、地元の経済を潤

すにもかかわらず、それが実現されていない

のは、高齢者の流入が自治体の財政に大きな

負荷をかける制度となっているために、高齢

者用施設を充実させるインセンティブが自治

体にないからである。これまで日本では、地

方公共団体が提供するサービスのうち、基本

的に国が負担すべきものについても地方へ負

担を強いてきた。この結果、地方財政制度は、

税金支払額の少ない高齢者や低所得者などの

移住を自治体は敬遠し、高齢者や低所得者の

人々を、彼らへのサービス提供に比較優位を

持たない大都市に人為的に押しつけてきた。

これは特に国民健康保険の制度で顕著であり、

八田（2016, 2018）はこの問題を解消するた

めの具体策を提案したが、この観点からの地

方財政制度の改善は、介護や保育を含めた他

の社会福祉分野でも必要である。 

なお、本研究の一環として、アジア開発銀

行研究所（Asian Development Bank Institute）

と共催で2つの国際会議を開催した。まず、

2016年11月に「アジアにおける高齢化」に関

する国際会議を開催し、アジア諸国などから

多数の研究者を招聘し、高齢化に対応し、年

金・介護・医療関連の社会政策をどのように

設計・改革すべきであるかについて活発な議

論を行った。この会議で報告された10本の論

文は、2018年8月に特集号としてReview of 

Development Economicsに掲載される予定であ

る。また、2017年11月に「アジアにおける公

的・私的の人的資本投資と世代間移転」に関

する国際会議を開催し、アジア諸国などから

多数の研究者や政策担当者を招聘し、教育と

世代間移転に関わる社会政策の在り方につい

て議論した。この会議で報告された6本の論文

は2018年11月に特集号としてJournal of the 

Asia Pacific Economyに掲載される予定である。 
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